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令和元年度外食産業等と連携した畜産物の需要拡大対策事業実施計画の（変更）承認申請について

















　令和○○年度において、下記のとおり外食産業等と連携した畜産物の需要拡大対策事業を実施したいので、外食産業等と連携した畜産物の需要拡大対策事業の実証事業実施要領（令和2年3月17日付け日鶏元発第1006号）第８の１の規定に基づき、関係書類を添えて（変更）承認申請する。
記

１　事業の目的

２　事業の内容

　　別添「外食産業等と連携した畜産物の需要拡大対策事業実施計画書」のとおり

３　事業に要する経費及び負担区分

	事業の内容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	国費
補助金
	その他

（　　）
	

	技術・機械開発等実証事業
（１）検討会の開催
（２）市場の調査
（３）技術・機械等の開発等
（４）試作品のプロモーション
　　　　　合　計
	千円


	千円

	千円

	


注：事業の一部を他の者に委託して実施する場合には、委託先及び委託費を備考欄に記入すること。

４　事業開始及び完了予定年月日

　　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

５　添付書類

（１）定款

（２）最近の事業（業務）報告書及び事業（業務）計画書

別記様式第２号　別添

外食産業等と連携した畜産物の需要拡大対策事業実施計画書
１　事業計画概要

（１）本事業の対象となる畜産物　
	１　鶏肉
	２　鶏卵


注：本事業の対象となる品目を円で囲むこと。
（２）本事業により取り組む技術開発等
	ア　開発する技術の分類及び件数

	
	①　新商品を製造するために必要な技術

	
	②　他分野では確立しているが、畜産分野では十分に普及していない技術

	
	③　技術的には確立しているが、工業化されていない技術

	イ　本事業により取り組む製造加工技術

	
	（例）

１　△△△を製造工程における□□□の装置について改修を行い、×××とする。

２　…

【図解（機械等）】



	ウ　本事業により開発した技術による製品

	
	（例）

１　これまで存在しなかった○○という特徴を持つ△△△を製造する技術

２　…
【図解（製品等）】



	エ　本事業により開発した技術による製品の原料構成割合

	
	（例）

１　国産鶏肉90％、副資材10％

２　国産鶏肉50％、輸入鶏肉30％、副資材（パン粉、香料等）20％



	オ　既存の類似品の原料構成割合

	
	（例）

１　輸入鶏肉70％、国産鶏肉20％、副資材10％

２　輸入鶏肉80％、副資材（パン粉、香料等）20％




注１：アの欄は、本事業において開発に取り組む技術が該当するものについて円で囲むこと。
　　注２：イの欄は、本事業において開発に取り組む技術をどのように開発するか具体的に記述すること。
　　注３：ウの欄は、本事業により製造が可能となる新商品を記載すること。
注４：エ及びオの欄は、国産畜産物の使用割合を明記し、オの欄の「既存の類似品」とは、外食・加工業者等が既に製造しているものであって、本事業により技術開発を行うにあたり基礎となる製品をいう。

５：イからオの欄は、複数の製造加工技術の開発が見込まれる場合には、それぞれに対応した番号を付し、全て列記すること。

（３）畜産物の原料供給契約

	ア　畜産物の原料供給契約を締結する畜産経営体等件数

	
	１　鶏肉
	件

	
	２　鶏卵
	件

	イ　契約数量（年間、トン）

	
	１　鶏肉
	

	
	２　鶏卵
	　　


（４）成果目標

	成果目標の具体的な内容
	計画時

R○年
	１年後

R○年
	２年後

R○年
	３年後

R○年
	４年後

R○年
	５年後

R○年

	（例）

本事業で開発した技術による製品と同じ分類の加工品の原料として取り合う以下の国産畜産物の使用量を５年間で10％向上
	
	
	
	
	
	

	１　鶏肉
	
	
	
	
	
	

	２　鶏卵
	
	
	
	
	
	


注１：「１年後」とは、事業実施年度の翌年度を指す。

注２：成果目標については、国産畜産物の需要拡大を図る観点から、国産畜産物の使用量を５年間で10％以上向上させる目標値を設定するように努めること。

注３：「本事業で開発した技術による製品と同じ分類の加工品の原料」とは、例えば、本事業により製造加工技術の開発を行った上でソーセージの新商品を開発した場合、当該外食・加工業者等が製造するソーセージ（既に製造・販売している商品を含む。）の原料となる鶏肉を指す。
（５）生産者の飼養規模等（生産者と直接契約を締結する場合）
	生産者名
	

	畜種
	

	飼養頭数（羽数）
	

	５年後（令和　年）の飼養計画頭数（羽数）
	

	地域の１戸あたりの平均飼養頭数（羽数）
	

	地域名
	

	契約締結予定時期
	


注：契約する生産者について記載し、契約する生産者毎に上記の表を作成すること。

　
２　事業内容内訳
（１）　検討会の開催
	事業内容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	国費補助金
	その他
（　　　）
	

	
	円

	円
	円
	

	計
	
	
	
	


注１：事業内容は、必要に応じて別紙を用いるなどして、具体的に記載すること（作成資料、配布先、配布数量など）。
注２：備考欄には、積算基礎等を記載すること。
（２）　市場の調査
	調査内容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	国費補助金
	その他
（　　　）
	

	
	円

	円
	円
	

	計
	
	
	
	


注１：調査内容は、必要に応じて別紙を用いるなどして、具体的に記載すること（調査対象など）。
注２：備考欄には、積算基礎等を記載すること。

（３）　技術・機械等の開発等

	事業内容
	事業費
	負担区分
	開発計画の概要
	備考

	
	
	国費
補助金
	その他
（　　　）
	
	

	
	円

	円
	円
	
	

	
	（うちリースに要する経費）
	円

	円

	円

	
	

	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


注１：事業内容は、必要に応じて別紙を用いるなどして、具体的に記載すること。（開発する技術、機械など）。

注２：備考欄には、積算基礎等を記載すること。

（４）　試作品のプロモーション
	事業内容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	国費補助金
	その他
（　　　）
	

	
	円

	円
	円
	

	計
	
	
	
	


注１：事業内容は、必要に応じて別紙を用いるなどして、具体的に記載すること（作成資料、配布先、配布数量など）。
注２：備考欄には、積算基礎等を記載すること。

